
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成17年12月22日 

【中間会計期間】 第107期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

【会社名】 ＮＴＮ株式会社 

【英訳名】 ＮＴＮ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  鈴木 泰信 

【本店の所在の場所】 大阪市西区京町堀１丁目３番17号 

【電話番号】 ０６（６４４３）５００１（代表） 

【事務連絡者氏名】 総務部長  西川 英徳 

【最寄りの連絡場所】 東京都品川区西五反田７丁目22番17号（ＴＯＣビル６階） 

【電話番号】 ０３（５４８７）２８３０ 

【事務連絡者氏名】 産機商品本部営業管理部長  藤村 幹男 

【縦覧に供する場所】 ＮＴＮ株式会社産機商品本部 

（東京都品川区西五反田７丁目22番17号（ＴＯＣビル６階）） 

ＮＴＮ株式会社産機商品本部名古屋支店 

（名古屋市中区栄３丁目２番３号（日興證券ビル７階）） 

ＮＴＮ株式会社桑名製作所 

（桑名市大字東方字土島2454番地） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜１丁目８番16号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第105期中 第106期中 第107期中 第105期 第106期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 175,488 190,070 207,089 357,394 388,348 

経常利益（百万円） 9,947 14,345 14,129 20,776 28,385 

中間（当期）純利益（百万円） 6,356 8,657 8,929 11,031 16,739 

純資産額（百万円） 139,834 151,293 168,977 142,487 157,952 

総資産額（百万円） 465,665 487,965 542,477 460,340 516,578 

１株当たり純資産額（円） 302.48 327.39 365.84 308.27 341.93 

１株当たり中間(当期)純利益(円) 13.75 18.73 19.33 23.54 35.83 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
12.72 17.22 17.77 21.87 32.94 

自己資本比率（％） 30.0 31.0 31.1 31.0 30.6 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△4,191 26,998 13,775 21,142 47,830 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
△14,731 △22,096 △25,190 △34,990 △46,151 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（百万円） 
20,511 887 8,484 6,043 6,693 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高(百万円) 
51,389 48,667 48,674 42,157 51,302 

従業員数（人） 11,727 12,332 13,633 11,885 12,788 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．提出会社の１株当たり情報については、第五号様式記載上の注意(4)ｂただし書に基づき省略しておりま

す。 

  

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

回次 第105期中 第106期中 第107期中 第105期 第106期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 127,733 140,344 150,840 261,710 291,975 

経常利益（百万円） 6,983 8,857 9,765 12,131 18,120 

中間（当期）純利益（百万円） 5,192 5,521 7,034 8,093 10,839 

資本金（百万円） 39,599 39,599 39,599 39,599 39,599 

発行済株式総数（千株） 463,056 463,056 463,056 463,056 463,056 

純資産額（百万円） 133,790 140,137 152,114 137,032 144,838 

総資産額（百万円） 370,602 373,943 400,199 364,003 392,562 

１株当たり中間(年間)配当額(円) 2.50 3.50 5.00 5.50 8.50 

自己資本比率（％） 36.1 37.5 38.0 37.6 36.9 

従業員数（人） 5,684 5,548 5,524 5,576 5,465 



３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

（注）１．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．臨時従業員数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．臨時従業員数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特記すべき事項はありません。 

名称 住所 資本金 主要な事業内容 

議決権
の所有
割合 
（％） 

関係内容 

役員の兼任
等 

資金援助 営業上の取引 
設備
の賃
貸借 

当社 
役員 
(名) 

当社 
社員 
(名) 

 (連結子会社）          

恩梯恩（中国）投資有

限公司  

中華人民共和

国上海市 

 US.$ 

5,100,000 

中国子会社統括

管理 
100 － 3 なし  なし  なし  

  （平成17年９月30日現在）

事業部門の名称 従業員数（人） 

軸受 9,110 

等速ジョイント 3,768 

精密機器商品等 425 

管理部門 330 

合計 13,633 

  （平成17年９月30日現在）

従業員数（人） 5,524 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績  

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善による堅調な設備投資や個人消費の増加に牽引さ

れ、緩やかな回復基調で推移しました。海外につきましては、米国経済や中国をはじめとしたアジア経済は景気拡

大が続いており、欧州経済は景気が緩やかに回復しております。しかし一方で原油や鋼材の価格高騰が世界経済に

与える影響が依然として不安定要素となっております。 

 このような環境のもと、当社グループは、3年間の中期経営計画「飛躍21」の2年目として計画達成に向け、更な

る積極的な販売活動や徹底したコスト削減活動を通じて企業価値向上に取り組みました。 

 その結果、当中間連結会計期間の売上高は207,089百万円（前年同期比9.0%増）となりました。利益につきまし

ては、営業利益は16,015百万円（前年同期比1.2%増）、経常利益は14,129百万円（同1.5%減）となりました。な

お、特別損失として固定資産の減損損失224百万円を計上し、中間純利益は8,929百万円（同3.1%増）となりまし

た。 

①事業部門別売上高につきましては、以下の通りであります。 

 a.軸受 

 自動車向けでは日本や北米、欧州地域で新規受注案件が寄与し、アクスルベアリングやニードルローラベアリン

グが好調でした。一般産業機械向けでは、日本は建設機械、工作機械向けなどの大形軸受や精密軸受が伸び、北米

地域は建設機械向け、欧州地域は風力発電向け、アジア他地域は主にハードディスクドライブ（ＨＤＤ）モータ向

けの流体動圧軸受や事務機向けが好調でした。また代理店向けも日本、海外ともに堅調に推移しました。その結

果、売上高は132,794百万円（前年同期比9.1%増）となりました。 

 b.等速ジョイント 

  北米地域では日系自動車メーカや米国自動車メーカ向けの新規受注案件が本格的に寄与し大幅な伸びとなりまし

た。欧州地域では日系自動車メーカ向けが伸び、また中国やタイ、マレーシアでは新規受注案件の立上げが寄与し

ました。その結果、売上高は61,321百万円（前年同期比12.9%増）となりました。 

 c.精密機器商品等 

  液晶カラーフィルター用修正装置は堅調でしたが、ＩＴ関連の在庫調整の変動を受け、液晶リペア装置やプラズ

マディスプレイパネル（ＰＤＰ）欠陥修正装置などが減少し、その結果、売上高は12,973百万円（前年同期比7.4%

減）となりました。 

②所在地別セグメントの業績につきましては、以下の通りであります。 

 a.日本 

  自動車向けの軸受や一般産業機械向けでは、建設機械、工作機械向けなどの大形軸受や精密軸受が好調であり、

また代理店向けでは設備プラント補修向けにベアリングユニットや大形軸受などが堅調に推移しました。その結

果、売上高は152,436百万円（前年同期比7.6%増）となりました。営業利益につきましては、販売増やコスト削減

の効果もありましたが、原材料価格の高騰などもあり、10,383百万円（前年同期比3.8%減）となりました。 

 b.北米 

  自動車向けの等速ジョイントやアクスルベアリングが大幅な伸びとなり、一般産業機械は建設機械向けを中心に

好調で、また代理店向けも堅調に推移し、その結果、売上高は53,608百万円（前年同期比18.7%増）となりまし

た。営業利益につきましては、原材料価格の高騰や生産能力増強に伴う費用の増加などがありましたが、販売増の

効果もあり、1,942百万円（前年同期比5.0%増）となりました。 

 c.欧州 

  自動車向けは等速ジョイントが堅調な上、アクスルベアリングの新規受注案件が寄与しました。一般産業機械向

けは風力発電向け等の大形軸受が寄与し、また代理店向けも好調に推移しました。その結果、売上高は32,318百万

円（前年同期比4.2%増）となりました。営業利益につきましては、販売増の効果もありましたが、原材料価格の高

騰などにより1,336百万円（前年同期比9.3%減）となりました。 



 d.アジア他 

  中国では流体動圧軸受や事務機向け軸受が好調であり、等速ジョイントの新規受注案件の立上げが寄与しまし

た。またアセアン地域ではインドネシアでの二輪車向け軸受やマレーシアでの等速ジョイントが伸びました。その

結果、売上高は20,250百万円（前年同期比29.9%増）となりました。営業利益につきましては、販売増の効果もあ

り1,723百万円（前年同期比50.6%増）となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による資金は13,775百万円（前年同期比13,223百万円，49.0%の減少）増加しました。この増加の要因

は税金等調整前中間純利益13,905百万円、減価償却費13,297百万円、仕入債務の増加額1,794百万円などの収入に

対して、法人税等の支払額8,885百万円、たな卸資産の増加額7,569百万円などの支出によります。 

 投資活動による資金は25,190百万円（前年同期比3,094百万円，14.0%の増加）減少しました。この減少の要因は

有形固定資産の取得による支出24,289百万円などによります。 

 財務活動による資金は8,484百万円（前年同期比7,597百万円）増加しました。この増加の要因は配当金の支払額

2,309百万円などに対して、短期・長期借入金の純増加額10,863百万円などによります。 

 これらの増減に換算差額の増加303百万円を算入しました結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同

等物は48,674百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,628百万円（5.1%）の減少となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．上記金額は平均販売価格により表示しております。 

２．上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．上記金額は平均販売価格により表示しております。 

２．上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．相手先別の販売実績は、総販売実績の100分の10以上の相手先がないため、記載を省略しております。 

２．上記金額には、消費税等を含んでおりません。 

事業部門の名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

軸受 131,995 115.3 

等速ジョイント 60,300 109.5 

精密機器商品等 12,406 88.3 

合計 204,702 111.5 

事業部門の名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

軸受 137,088 106.6 62,254 114.6 

等速ジョイント 63,048 111.2 15,074 118.1 

精密機器商品等 13,216 101.6 1,888 126.7 

合計 213,352 107.6 79,217 115.5 

事業部門の名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

軸受 132,794 109.1 

等速ジョイント 61,321 112.9 

精密機器商品等 12,973 92.6 

合計 207,089 109.0 



３【対処すべき課題】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は「世界ナンバーワン事業や他社の追随を許さない商品を有する存在感のあ

る企業」、「日本・米州・欧州・アジア・中国の５極でプレゼンスのある企業」、「人を活かし社会に貢献するグロ

ーバル企業」を長期ビジョンとして掲げ、平成16年４月より平成19年３月までの３年間は中期経営計画「飛躍21」と

して「価値創造」に重点をおいた諸施策を実施しております。 

 「価値創造」に向けて、グローバルに経営資源を戦略商品群に投入し商品力・サービス力・提案力・品質の競争力

を高め、継続的な成長を目指してまいります。 

 昨年４月より３年間の計画で進めております企業価値向上を目指した中期経営計画「飛躍21」は、初年度から着実

な成果が現れ、２年目の当中間連結会計期間も経営環境の変化に対応しながらよりスピードを上げて企業価値向上を

展開しております。 

 営業・技術の価値向上につきましては、提案力の強化と開発のスピードアップを目指すとともに、独自技術の蓄積

と付加価値を高める製品設計の追究を進め、ナンバーワン・オンリーワン商品の開発が重要となります。新商品・新

技術の開発を強化して、日本・米州・欧州・アジア・中国の５極における顧客への技術対応を迅速に進めておりま

す。同時に特許網の構築を通して知的財産の保護と活用の強化を図り、長期的な技術優位性の確立に取り組んでまい

ります。 

 生産の価値向上につきましては、人・設備・物・方法を徹底的に見直し、生産効率の飛躍的向上を目指す「もの造

り革命」の推進が重点施策であります。景気回復による旺盛な需要環境が続く中で、当社の生産技術力、設備開発

力、品質管理力などを結集し、総合的な競争力で積極的に生産対応力を強化してきております。また、「もの造り革

命」を実践していく上では「ひと造り」が重要であり、技術・技能の伝承を中心とした人材育成を積極的に推進して

おります。設備投資につきましては、自動車向け軸受や等速ジョイント、産業機械向け軸受を中心に強化していくと

ともに、今後市場としての拡大が期待される東欧、インドなどでの新規事業展開の検討等も進めてまいります。 

 また当中間連結会計期間では、中国での事業展開を一層強化するために、生産・販売現地法人及び新規プロジェク

トを統括する持株統括会社「恩梯恩（中国）投資有限公司」を設立し、中国地区における経営資源の効率化や事業拡

大を推進しております。 

 収益体質の強化につきましては、コスト削減と棚卸資産回転率・設備稼働率などの資産効率の向上が重要となりま

す。グローバルな事業拡大に伴い、当社グループでは、ＶＡ・ＶＥの推進及びグローバル調達や現地調達の拡大によ

るコスト競争力の強化に取り組んでおります。 

 また、企業の社会的責任（ＣＳＲ）の重要性を認識し、技術やサービスの提供といった経済的側面のみならず、法

令遵守・社会貢献といった社会的側面に配慮した経営を実施してまいります。環境的側面につきましては、地球環境

との共生を最重要課題に掲げ、人・環境にやさしい商品（環境対応型商品）の開発と販売拡大、環境規制物質撤廃へ

の取組み、部品メーカや協力会社に対して国際規格「ＩＳＯ１４００１」の認証取得活動を支援するなど、当社グル

ープの活動として環境負荷の低減に取り組んでまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 



５【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、軸受、等速ジョイント、精密機器商品等の開発と、当社の基盤技術であ

る精密加工技術、トライボロジー技術を核とした新技術の獲得に積極的に取り組み、グローバルで市場ニーズを先取

りした新商品開発を行っております。特に、世界ナンバーワン事業や他社の追随を許さないオンリーワン商品を目指

した製品技術及び生産技術開発を精力的に進めております。これらの開発を通じ、適正な価格で高精度・高品質の商

品を市場に提供することにより、産業界に貢献しております。 

 当中間連結会計期間では、中期経営計画「飛躍21」達成のため、研究開発におきましても戦略商品（等速ジョイン

ト、アクスルユニット、ニードル軸受、クラッチ、精密軸受等）への経営資源の集中を一層図りました。また、研

究・開発の24時間体制を強化し、開発期間の短縮化の取組みを継続しています。当中間連結会計期間におけるグルー

プ全体の研究開発費は7,454百万円であります。 

 当中間連結会計期間における各事業部門別の研究目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は、次の通りでありま

す。 

（１）軸受 

 軸受の長寿命化、高精度化、高速化、低トルク化、低騒音化等の環境負荷低減や低価格化のニーズに対応するため

の新商品の開発と市場競争力向上のための生産技術開発を推進しております。 

 特に当中間連結会計期間は、軸受では特殊な熱処理であるＦＡ処理や高負荷容量化技術を組合わせた「超低トル

ク・高剛性円すいころ軸受」を開発し、顧客へ展開中です。また、焼結合金と樹脂を組み合わせた高機能滑り軸受

「ハイブリッドベアファイト」を開発し、量産納入中です。 

 ニードル軸受では、自動車のトランスミッションのコンパクト化が図れる「低断面スラストニードル軸受」を開発

し顧客へ展開しています。 

 自動車用ユニット軸受では、世界最大級のフランジ外径を持つ大型トラック専用の「第２世代テーパローラハブベ

アリング」を開発し顧客へ展開中です。 

 流体動圧軸受では、ＨＤＤスピンドルモータ用の「動圧ベアファイトユニット」を量産していますが、携帯電話や

モバイル機器用等、ＨＤＤの小型化に対応した「小型動圧べアファイトユニット」を開発し、顧客で評価中です。 

 当軸受関連商品に係わる研究開発費は4,307百万円であります。 

  

（２）等速ジョイント 

 当社グループの主力商品である等速ジョイントでは小型軽量化、高性能化、低コスト化のニーズに対応した商品開

発を進めております。 

 当中間連結会計期間は、小型・軽量な低振動タイプの等速ジョイント（ＥＰＴＪ）やステアリング専用ＣＶＪ（Ｃ

ＳＪ）の開発が完了し、量産受注に向け顧客で評価中です。 

 また、高角度が必要となるＳＵＶ車用インボード側等速ジョイントとして「３０°ＤＯＪ」、「３０°ＰＴＪ」を

開発し、顧客展開を始めます。更にこれら開発商品の後に続く、超軽量、超低振動、超高角度といった次世代型の等

速ジョイントの開発にも注力しています。 

 当等速ジョイント関連商品に係わる研究開発費は2,695百万円であります。 

  

（３）精密機器商品等 

 次世代を担う産業界のニーズに対応できる高精度・高機能を目指したメカトロ商品では、顧客ニーズに対応した液

晶リペア装置やパーツフィーダ等の開発を進めております。当中間連結会計期間は、既に販売を開始している、「液

晶リペア装置」や、「リブ欠陥修正装置」の修正時間の短縮、修正技術の高度化に取組んでおります。 

 自動車部品関連では、小型軽量化、高性能化、低コスト化ニーズに対応したオートテンショナ・チェーンテンショ

ナ及びクラッチ単体並びにクラッチシステム商品の開発を進めております。チェーンテンショナでは、給油を不要と

した「鋸歯ねじ式チェーンテンショナ」を開発し顧客へ展開中です。クラッチ関係では、ハイブリッド電気自動車や

バイワイヤ化等、自動車の電動化に対応した用途開発に注力しています。 

 当精密機器商品関連商品に係わる研究開発費は451百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修の状況は次の通りであります。  

（注）１．上記設備計画の今後の所要資金は、自己資金を充当する予定であります。 

   ２．重要な設備の除却等の計画はありません。 

   ３．上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

会社名 
事業所名 

内容 

投資予定金額 着手及び完了予定 

目的 
総額 
(百万円) 

既支払額 
(百万円) 

着手 完了 

提出会社 

磐田製作所  
軸受・等速ジョイ

ント用設備 
2,200 － 平成17年７月 平成19年９月 

増産及び

合理化  

桑名製作所 軸受用設備 641 37 平成17年７月 平成18年３月 
増産及び

合理化 

岡山製作所 
軸受・等速ジョイ

ント用設備 
962 － 平成17年７月 平成18年11月 

増産及び

合理化 

長野製作所 
軸受・精密機器商

品等用設備 
548 － 平成17年７月 平成18年３月 

増産及び

合理化 

株式会社ＮＴＮ三重製作所 軸受用設備 373 － 平成17年４月 平成18年12月 増産  

NTN DRIVESHAFT, INC. 
等速ジョイント用

設備 
1,407 16 平成17年４月 平成18年８月 増産 

NTN BOWER CORP. 軸受用設備  1,303 278 平成17年４月 平成18年12月 増産 

AMERICAN NTN BEARING MFG.CORP. 軸受用設備  487 29 平成17年６月 平成18年８月 増産 

NTK PRECISION AXLE CORP. 
軸受・等速ジョイ

ント用設備  
2,222 － 平成17年８月 平成18年９月 増産 

NTN Transmissions Europe 
等速ジョイント用

設備  
2,327 372 平成17年８月 平成18年７月 増産  

上海恩梯恩精密機電有限公司  軸受用設備  446 45 平成17年５月 平成18年８月 増産  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる旨を定款で定めております。 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日（平成17年12月22日）現在の発行数には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの間に新株

予約権及び新株予約権付社債の権利行使により発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20および商法第280条ノ21に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。 

① 平成15年６月27日定時株主総会決議 

  （※）１．新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行うときは、次の算式により払込価額を調整し、調整

により生ずる1円未満の端数は切り上げる。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 800,000,000 

計 800,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

   普通株式 463,056,775 463,056,775 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第１部 

－ 

計 463,056,775 463,056,775 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） 712 664 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 712,000 664,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
1株当たり  584円 

   （※）１ 
 同左  

新株予約権の行使期間 
平成15年９月１日から 

平成18年８月31日まで 
 同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     584円 

資本組入額    292円 
 同左  

新株予約権の行使の条件  （※）２  同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権を譲渡する

には取締役会の承認を要

します。 

 同左  

調整後 

払込価額 
＝ 
調整前 

払込価額 
× 

１ 

分割・併合の比率



また、当社が時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使により新株を発行する場合を除く。）また

は自己株式の処分を行うときは、次の算式により１株当たりの払込価額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げる。 

上記算式において「既発行株式数」とは発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数とす

る。 

      ２．①新株予約権の割当を受けた者（以下「対象者」という）は、新株予約権行使時においても、当社の取締役

または従業員の地位にあることを要します。ただし、下記のいずれかに該当する場合についてはこの限り

ではありません。 

           1)対象者が当社の取締役を任期満了により退任した場合 

            2)対象者が病気等により任期途中で辞任または退職した場合であって、取締役会が正当な理由があると認

めた場合 

              3)対象者が定年により退職した場合 

            ②対象者が死亡した場合、対象者の相続人は新株予約権を行使することはできません。 

           ③その他の条件は、平成15年６月27日開催の定時株主総会および平成15年７月24日開催の新株予約権発行の

取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定めるところに

よる。 

商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次の通りであります。 

② 平成16年３月１日取締役会決議 

  （※）本新株予約権の行使に際して払い込むべき１株当たりの額（以下「転換価額」という。） 

        本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る価額で当社普通株式を発行しまたは当社の保

有する当社普通株式を処分する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式において、「既発行株式

数」は当社の発行済普通株式の総数から、当社の保有する当社普通株式の数を控除した数とする。 

        また、当社は、当社普通株式の分割もしくは併合または当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式

の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行が行われる場合その他一定

の事由が生じた場合にも、適宜転換価額を調整する。 

    
既発行株式数＋

新規発行または処分株式数×１株当たり払込価額または処分価額

調整後 

払込価額 
＝ 
調整前 

払込価額
× 

新株式発行または処分前の１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行または処分株式数 

  
中間会計期間末現在 
（平成17年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 30,000 30,000 

新株予約権の数（個） 30,000 30,000 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式   同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40,540,540 40,540,540 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
1株当たり 740円 

  （※） 
  同左  

新株予約権の行使期間 
平成16年４月２日から 

平成21年３月４日まで 
  同左  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

  発行価格     740円 

  資本組入額    370円 
  同左  

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使

はできない 
  同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし   同左  

    既発行 

株式数 
＋ 
発行・処分株式数×１株当たりの発行・処分価額 

調整後 

転換価額 
＝ 
調整前 

転換価額 
× 

時 価 

既発行株式数＋発行・処分株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

  （注）１．ＵＦＪ信託銀行株式会社は、平成17年10月１日に三菱信託銀行株式会社と合併し、三菱ＵＦＪ信託銀行に商

号変更しております。 

２．野村證券株式会社から、平成17年６月15日付で大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成17年５月31

日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末現在におけ

る実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

 平成17年４月１日 

 ～ 

 平成17年９月30日  

－ 463,056 － 39,599 － 52,622 

  平成17年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 44,363 9.58 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 43,102 9.30 

第一生命保険相互会社 

東京都中央区晴海１丁目８－12 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟 

23,278 5.02 

明治安田生命保険相互会社 

東京都中央区晴海１丁目８－12 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟 

22,467 4.85 

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３丁目21－24 14,617 3.15 

東京海上日動火災保険株式会

社 
東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 11,653 2.51 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 9,507 2.05 

ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－３ 8,352 1.80 

ＮＴＮ共栄会 大阪市西区京町堀１丁目３－1７ 8,194 1.76 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 7,056 1.52 

計 － 192,593 41.59 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

 野村證券株式会社  東京都中央区日本橋１丁目９－１ 389 0.08 

NOMURA INTERNATIONAL PLC 
Nomura House 1,St.Martin's-le  

Grand London EC1A 4NP,U.K. 
23 0.00 

NOMURA SECURITIES INTERNATIONAL,lnc. 

2 World Financial Center, 

Building B 

New York,N.Y.10281-1198 

40 0.00 

野村アセットマネジメント株式会社  東京都中央区日本橋１丁目12－１ 19,724 4.25 

 野村信託銀行株式会社  東京都千代田区大手町２丁目２－２ 111 0.02 

計 － 20,287 4.38 



３．ＵＢＳ証券株式会社から、平成17年９月26日付で大量保有報告書の変更報告書の提出があり、平成17年９月

15日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末現在にお

ける実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。  

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

ＵＢＳ証券株式会社 

東京都千代田区大手町1丁目

5番1号 大手町ファースト

スクエア 

48 0.01 

ユービーエス・エイ・ジー（銀行） 

東京都千代田区大手町1丁目

5番1号 大手町ファースト

スクエア 

6,159 1.33 

UBS Global Asset Management(US)lnc. 

51 Wext 52nd Street, 

New York,New York 

10019-6114,USA 

41 0.00 

ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメン

ト株式会社 

東京都千代田区大手町1丁目

5番1号 大手町ファースト

スクエア 

11,601 2.51 

UBS Global Asset Management(UK)Limited 

21 Lombard Street, 

London EC3V 9AH, 

United Kingdom 

7,874 1.70 

UBS Fund Management(Switzerland)AG 
Aeschenvorstadt 48,4002  

Basel,Switzerland 
1,449 0.31 

UBS Global Asset Management Life Ltd 

21 Lombard Street, 

London EC3V9AH, 

United Kingdom 

1,820 0.39 

UBS Global Asset Management(America)lnc 

1 North Wacker Drive, 

Chicago,Illinois 60606 

,USA 

7,586 1.64 

UBS Global Asset Management(Canada)Co. 

77 King street West, 

Toronto,Ontario M5K 1G8, 

Canada 

1,664 0.36 

UBS Global Asset Management Trust Company 

1 North Wacker Drive, 

Chicago,Illinois 60606 

,USA 

1,211 0.26 

UBS Global Asset Management (Deutschland) Gmbh 

Stephanstrabe 12-14, 

D-60313 Frankfurt am  

Main,Germany 

195 0.04 

UBS Global Asset Management (Singapore) Ltd 

5 Temasei Boulevard, 

#18-00 Suntec Tower Five,

Singapore 038985 

119 0.03 

UBS Securities LLC 

2711 Centerville Road, 

Suite 400,Wilmington DE  

19808 Delaware,USA 

2,731 0.59 

UBS Global Asset Management (France) SA 
69 boulevard Haussmann  

75008 Paris,France 
29 0.00 

UBS Global Asset Management (Taiwan) Ltd 
11F,88,Chung Hsiao E.Rd. 

Sec.2,Taipei 100,Taiwan 
33 0.00 

UBS Global Asset Management (Hong Kong) Limited 

25F One Exchange  

Square,8 Connaught Place,

Central,Hong Kong 

63 0.01 

計 － 42,623 9.20 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権の数６個）含まれてお

ります。 

②【自己株式等】 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   1,286,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 457,761,000 457,761 － 

単元未満株式 普通株式   4,009,775 － － 

発行済株式総数 463,056,775 － － 

総株主の議決権 － 457,761 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ＮＴＮ株式会社 
大阪市西区京町堀 

１丁目３－17 
1,163,000 － 1,163,000 0.25 

株式会社ＮＴＮ多度製作

所 

三重県桑名市多度町

柚井1077 
59,000 － 59,000 0.01 

株式会社阪神エヌテーエ

ヌ 

神戸市東灘区魚崎南

町７丁目２－１ 
31,000 － 31,000 0.00 

株式会社岐阜エヌ・テ

ー・エヌ 

岐阜県岐阜市徹明通

６丁目１ 
30,000 － 30,000 0.00 

株式会社長野エヌテーエ

ヌ 

長野県千曲市雨宮

2480－１ 
3,000 － 3,000 0.00 

計 － 1,286,000 － 1,286,000 0.27 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第１部の取引に基づくものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 615 593 614 637 687 710 

最低（円） 539 550 583 589 623 647 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   22,761   25,867   22,418  

２．受取手形及び売掛
金   94,650   100,203   100,889  

３．有価証券   6,996   6,997   6,997  

４．たな卸資産   87,352   101,810   93,167  

５．繰延税金資産   5,946   7,361   6,533  

６．短期貸付金   19,001   16,031   22,032  

７．その他   9,067   11,233   10,421  

８．貸倒引当金   △59   △31   △63  

流動資産合計   245,716 50.4  269,474 49.7  262,397 50.8 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※1,2          

１．建物及び構築物  56,459   61,935   58,258   

２．機械装置及び運
搬具  94,802   115,675   105,353   

３．土地 ※4 24,545   23,049   23,041   

４．建設仮勘定  16,181   12,439   13,164   

５．その他  7,774 199,762  8,073 221,174  7,841 207,659  

(2）無形固定資産   2,589   3,327   2,833  

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  20,226   27,231   22,164   

２．繰延税金資産  17,698   17,975   18,808   

３．その他  3,032   4,248   3,679   

４．貸倒引当金  △1,059 39,898  △955 48,501  △964 43,687  

固定資産合計   242,249 49.6  273,003 50.3  254,181 49.2 

資産合計   487,965 100.0  542,477 100.0  516,578 100.0 

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金   76,934   86,606   84,702  

２．短期借入金   79,855   95,618   88,080  

３．未払法人税等   2,879   5,129   8,164  

４．その他   30,906   33,196   31,462  

流動負債合計   190,575 39.1  220,550 40.7  212,409 41.1 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   50,000   50,000   50,000  

２．転換社債型新株予
約権付社債   30,000   30,000   30,000  

３．長期借入金   9,915   14,148   8,105  

４．退職給付引当金   46,476   48,167   47,347  

５．役員退職慰労引当
金   292   －   329  

６．製品補償引当金   1,500   987   1,918  

７．その他   4,064   5,593   4,450  

固定負債合計   142,248 29.1  148,896 27.4  142,151 27.5 

負債合計   332,824 68.2  369,447 68.1  354,560 68.6 

（少数株主持分）           

少数株主持分   3,847 0.8  4,052 0.8  4,065 0.8 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   39,599 8.1  39,599 7.3  39,599 7.7 

Ⅱ 資本剰余金   52,622 10.8  52,627 9.7  52,622 10.2 

Ⅲ 利益剰余金   66,453 13.6  78,620 14.5  72,918 14.1 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   4,112 0.9  7,943 1.4  5,231 1.0 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △11,085 △2.3  △9,265 △1.7  △11,911 △2.3 

Ⅵ 自己株式   △408 △0.1  △547 △0.1  △508 △0.1 

資本合計   151,293 31.0  168,977 31.1  157,952 30.6 

負債、少数株主持分及び
資本合計   487,965 100.0  542,477 100.0  516,578 100.0 



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
比率 
（％）

金額（百万円） 
比率 
（％）

金額（百万円） 
比率 
（％）

Ⅰ 売上高   190,070 100.0  207,089 100.0  388,348 100.0 

Ⅱ 売上原価   147,648 77.7  163,238 78.8  303,232 78.1 

売上総利益   42,421 22.3  43,851 21.2  85,116 21.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費           

１．運送費  4,715   5,329   8,604   

２．販売手数料  277   267   506   

３．貸倒引当金繰入額  164   16   260   

４．給料及び手当  9,399   10,104   18,615   

５．退職給付費用  714   645   1,474   

６．役員退職慰労引当
金繰入額  37   17   74   

７．賃借料  1,035   1,011   2,063   

８．旅費交通費  567   535   1,108   

９．租税及び課金  504   548   1,062   

10．減価償却費  922   897   1,837   

11．研究開発費  2,546   2,546   5,428   

12．その他  5,707 26,593 14.0 5,914 27,835 13.5 10,879 51,915 13.4 

営業利益   15,828 8.3  16,015 7.7  33,200 8.5 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  33   67   79   

２．受取配当金  113   165   206   

３．連結調整勘定償却
額  41   2   40   

４．持分法による投資
利益  416   536   932   

５．その他  916 1,521 0.8 987 1,760 0.9 1,999 3,259 0.8 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  1,117   1,750   2,460   

２．固定資産除却損  326   －   818   

３．緊急出荷費用  479   884   1,484   

４．その他  1,080 3,004 1.6 1,011 3,646 1.8 3,310 8,074 2.0 

経常利益   14,345 7.5  14,129 6.8  28,385 7.3 

Ⅵ 特別損失           

１．減損損失  ※1 －   224 －   

２．製品補償引当金繰
入額 

  － － － － 224 0.1 1,800 1,800 0.5

税金等調整前中間
（当期）純利益   14,345 7.5  13,905 6.7  26,585 6.8 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
比率 
（％）

金額（百万円） 
比率 
（％）

金額（百万円） 
比率 
（％）

法人税、住民税及
び事業税  2,620   5,801   9,263   

法人税等調整額  2,885 5,506 2.8 △998 4,803 2.3 338 9,601 2.4 

少数株主利益   182 0.1  172 0.1  244 0.1 

中間（当期）純利
益   8,657 4.6  8,929 4.3  16,739 4.3 



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   52,622  52,622  52,622 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１．自己株式処分差益  － － 4 4 － － 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  52,622  52,627  52,622 

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   59,332  72,918  59,332 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  8,657 8,657 8,929 8,929 16,739 16,739 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  1,386  2,309  3,004  

２．役員賞与  149  180  149  

３．在外子会社の過年度
修正に伴う減少高 

※1 － 1,536 736 3,226 － 3,153 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  66,453  78,620  72,918 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１．税金等調整前中間
（当期）純利益 

 14,345 13,905 26,585 

２．減価償却費  11,633 13,297 24,870 

３．連結調整勘定償却額  △41 △2 △40 

４．貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

 148 △76 88 

５．退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

 △120 486 788 

６．役員退職慰労引当金
の増減額（減少：
△） 

 △158 △329 △121 

７．製品補償引当金の増
減額（減少：△） 

 △1,156 △930 △738 

８．受取利息及び受取配
当金 

 △147 △232 △286 

９．支払利息  1,117 1,750 2,460 

10．為替換算調整差額／
為替差損益（差益：
△） 

 △920 △377 △629 

11．持分法による投資損
益（益：△） 

 △416 △536 △932 

12．売上債権の増減額
（増加：△） 

 △1,386 1,526 △7,649 

13．たな卸資産の増減額
（増加：△） 

 △2,300 △7,569 △8,523 

14．仕入債務の増減額
（減少：△） 

 7,911 1,794 15,656 

15．役員賞与の支払額  △153 △184 △153 

16．その他  1,785 766 2,126 

小計  30,140 23,286 53,500 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

17．利息及び配当金の受
取額 

 714 926 852 

18．利息の支払額  △1,107 △1,551 △2,374 

19．法人税等の支払額  △2,748 △8,885 △4,149 

営業活動によるキ
ャッシュ・フロー 

 26,998 13,775 47,830 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１．定期預金の預入によ
る支出 

 △24 △155 △70 

２．定期預金の払戻によ
る収入 

 － 84 22 

３．有形固定資産の取得
による支出 

 △22,652 △24,289 △47,465 

４．有形固定資産の売却
による収入 

 1,046 410 2,216 

５．無形固定資産の取得
による支出 

 △370 △788 △1,061 

６．投資有価証券の売却
等による収入 

 4 94 446 

７．短期貸付金の純増減
額（増加：△） 

 60 0 29 

８．その他  △161 △546 △269 

投資活動によるキ
ャッシュ・フロー 

 △22,096 △25,190 △46,151 

     

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１．短期借入金の純増減
額（減少：△） 

 1,829 8,410 8,343 

２．長期借入れによる収
入 

 1,933 5,138 1,825 

３．長期借入金の返済に
よる支出 

 △1,424 △2,685 △505 

４．少数株主への株式の
発行による収入 

 13 － 223 

５．配当金の支払額  △1,386 △2,309 △3,004 

６．その他  △77 △69 △189 

財務活動によるキ
ャッシュ・フロー 

 887 8,484 6,693 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 544 303 596 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

 6,334 △2,627 8,969 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 42,157 51,302 42,157 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及
び現金同等物の増加額 

 175 － 175 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 48,667 48,674 51,302 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数及び連結子会

社名 

 連結子会社の数は国内11社、

海外24社、合計35社でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間に

設立しました常州恩梯恩精密軸

承有限公司、新たに子会社とな

った株式会社ＮＴＮ三重製作所

及び重要性が増した株式会社Ｎ

ＴＮ御前崎製作所を新たに連結

の範囲に含めております。 

(1) 連結子会社の数及び連結子会

社名 

 連結子会社の数は国内10社、

海外25社、合計35社でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間に

設立しました恩梯恩(中国)投資

有限公司を新たに連結の範囲に

含めております。 

(1）連結子会社の数及び連結子会

社名 

 連結子会社の数は国内10社、

海外24社、合計34社でありま

す。 

 連結子会社名は、「第１ 企

業の概況」の４．関係会社の状

況に記載しているため、記載を

省略しました。 

 なお、当連結会計年度に設立

しました常州恩梯恩精密軸承有

限公司、新たに子会社となった

株式会社ＮＴＮ三重製作所及び

重要性が増した株式会社ＮＴＮ

御前崎製作所を新たに連結の範

囲に含めております。また、株

式会社ＮＴＮ岸和田製作所につ

いては、清算結了したため、連

結の範囲から除外しておりま

す。      

 （主要な連結子会社） 

株式会社ＮＴＮ金剛製作所 

ＮＴＮ精密樹脂株式会社 

NTN BEARING CORP. 

OF AMERICA 

NTN DRIVESHAFT, INC. 

NTN WÄLZLAGER(EUROPA) 

G.m.b.H. 

（主要な連結子会社） 

株式会社ＮＴＮ金剛製作所 

ＮＴＮ精密樹脂株式会社 

NTN BEARING CORP. 

OF AMERICA 

NTN DRIVESHAFT, INC. 

NTN WÄLZLAGER(EUROPA) 

G.m.b.H. 

 

 (2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社は、ＮＴ

Ｎテクニカルサービス株式会

社、光精軌工業株式会社、株式

会社ＮＴＮ備前製作所でありま

す。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社は、ＮＴ

Ｎテクニカルサービス株式会

社、光精軌工業株式会社、株式

会社ＮＴＮ備前製作所でありま

す。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社は、ＮＴ

Ｎテクニカルサービス株式会

社、光精軌工業株式会社、株式

会社ＮＴＮ備前製作所でありま

す。 

  非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、総資産合計

額、売上高合計額、中間純損益

のうち持分に見合う額の合計額

及び利益剰余金等のうち持分に

見合う額の合計額は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないため、連結の範囲

から除外しております。 

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、総資産合計

額、売上高合計額、中間純損益

のうち持分に見合う額の合計額

及び利益剰余金等のうち持分に

見合う額の合計額は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないため、連結の範囲

から除外しております。 

 非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、総資産合計

額、売上高合計額及び当期純損

益のうち持分に見合う額の合計

額、利益剰余金等のうち持分に

見合う額の合計額は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼさないため、連結の範囲から

除外しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法を適用した会社の数及

び会社名 

 持分法を適用した会社の数は関

連会社５社であります。 

(1）持分法を適用した会社の数及

び会社名 

 持分法を適用した会社の数は関

連会社５社であります。 

(1）持分法を適用した会社の数及

び会社名 

 持分法を適用した会社の数は

関連会社５社であります。 

 （関連会社） 

東培工業股份有限公司 

台惟工業股份有限公司 

UNIDRIVE PTY.LTD. 

北京瑞韓恩梯恩汽車部件有限公

司 

ASAHI FORGE OF AMERICA CORP. 

（関連会社） 

東培工業股份有限公司 

台惟工業股份有限公司 

UNIDRIVE PTY.LTD. 

北京瑞韓恩梯恩汽車部件有限公

司 

ASAHI FORGE OF AMERICA CORP. 

（関連会社） 

東培工業股份有限公司 

台惟工業股份有限公司 

UNIDRIVE PTY.LTD. 

北京瑞韓恩梯恩汽車部件有限公

司 

ASAHI FORGE OF AMERICA CORP. 

 (2）持分法を適用しない主要な会

社の名称等 

 持分法を適用しない主要な会

社は、株式会社ＮＴＮ多度製作

所、NTN-CBC(AUSTRALIA) 

PTY.LTD.であります。  

(2）持分法を適用しない主要な会

社の名称等 

 持分法を適用しない主要な会

社は、株式会社ＮＴＮ多度製作

所、NTN-CBC(AUSTRALIA) 

PTY.LTD.であります。  

(2）持分法を適用しない主要な会

社の名称等 

 持分法を適用しない主要な会

社は、株式会社ＮＴＮ多度製作

所、NTN-CBC(AUSTRALIA) 

PTY.LTD.であります。 

  持分法を適用しない会社はい

ずれも中間連結純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼさないため、持分

法の適用から除外しておりま

す。 

 持分法を適用しない会社はい

ずれも中間連結純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼさないため、持分

法の適用から除外しておりま

す。 

 持分法を適用しない会社はい

ずれも連結純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、連結財務諸表に重要な影響

を及ぼさないため、持分法の適

用から除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社のうち、上海恩梯恩

精密機電有限公司、恩梯恩日本電

産(浙江)有限公司、廣州恩梯恩裕

隆傳動系統有限公司及び常州恩梯

恩精密軸承有限公司の中間決算日

は、６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間連結決算日現在で中

間決算に準じた仮決算に基づく中

間財務諸表を使用しております。 

 連結子会社のうち、上海恩梯恩

精密機電有限公司、恩梯恩日本電

産(浙江)有限公司、廣州恩梯恩裕

隆傳動系統有限公司及び常州恩梯

恩精密軸承有限公司の中間決算日

は、６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間連結決算日現在で中

間決算に準じた仮決算に基づく中

間財務諸表を使用しております。 

 連結子会社のうち、上海恩梯恩

精密機電有限公司、恩梯恩日本電

産(浙江)有限公司、廣州恩梯恩裕

隆傳動系統有限公司及び常州恩梯

恩精密軸承有限公司の決算日は、1

2月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、３月31日現在で実施した仮決

算に基づく財務諸表を使用してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(a）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法に

よっております。評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります。 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(a）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法に

よっております。評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります。 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(a) 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格

等に基づく時価法によっ

ております。評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定しており

ます。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価

法によっております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価

法によっております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価

法によっております。 

 (b）デリバティブ 

 時価法によっております。 

(b）デリバティブ 

 時価法によっております。 

(b）デリバティブ 

 時価法によっております。 

 (c）たな卸資産 

 主として、総平均法による

原価法であります。 

(c）たな卸資産 

 主として、総平均法による

原価法であります。 

(c）たな卸資産 

 主として、総平均法による

原価法であります。 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(a）有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

主として定率法であります

が、建物（建物附属設備を除

く）の減価償却の方法は定額

法であります。 

 また、在外連結子会社は主

として定額法であります。 

 なお、主な耐用年数は次の

通りであります。 

建物及び構築物  10～50年 

機械装置及び運搬具 5～12年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(a）有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

主として定率法であります

が、建物（建物附属設備を除

く）の減価償却の方法は定額

法であります。 

 また、在外連結子会社は主

として定額法であります。 

 なお、主な耐用年数は次の

通りであります。 

建物及び構築物  10～50年 

機械装置及び運搬具 5～12年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(a）有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

主として定率法であります

が、建物（建物附属設備を除

く）の減価償却の方法は定額

法であります。 

 また、在外連結子会社は主

として定額法であります。 

 なお、主な耐用年数は次の

通りであります。 

建物及び構築物  10～50年 

機械装置及び運搬具 5～12年 

 (b）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては主として社内

における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によって

おります。 

(b）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては主として社内

における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

(b）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては主として社内

における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によって

おります。 

 (3）重要な引当金の計上基準 

(a) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒経験率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

(a) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒経験率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

(a）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒経験率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (b）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主とし

て15年）による定額法により

按分した額を費用処理してお

ります。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（主

として15年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用

処理しております。 

(b）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（主とし

て15年）による定額法により

按分した額を費用処理してお

ります。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（主

として15年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用

処理しております。 

(b）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(主として

15年)による定額法により按分

した額を費用処理しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(主と

して15年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理

しております。 

 (c）役員退職慰労引当金 

 当社は役員に対する退職慰

労金の支給に備えるため、内

規に基づく中間期末要支給額

を計上しております。 

(c）役員退職慰労引当金 

 従来、当社は役員に対する

退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しておりました

が、役員退職慰労金制度を廃

止することとし、平成17年6月

29日開催の定時株主総会 

において慰労金の打切り支給

議案が承認可決されました。

これにより、当中間連結会計

期間において「役員退職慰労

引当金」を全額取崩し、打切

り支給額の未払い分について

は、固定負債の「その他」 

に含めて表示しております。 

(c）役員退職慰労引当金 

 当社は役員に対する退職慰

労金の支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

 (d）製品補償引当金 

 当社の製品において、重要

な品質問題が発生したことに

伴い、今後必要と見込まれる

補償費用の支出に備えるた

め、その発生予測に基づいて

算定した金額を計上しており

ます。 

(d）製品補償引当金 

 当社の製品において、重要

な品質問題が発生したことに

伴い、今後必要と見込まれる

補償費用の支出に備えるた

め、その発生予測に基づいて

算定した金額を計上しており

ます。 

(d）製品補償引当金 

 当社の製品において、重要

な品質問題が発生したことに

伴い、今後必要と見込まれる

補償費用の支出に備えるた

め、その発生予測に基づいて

算定した金額を計上しており

ます。なお、当連結会計年度

において補償費用の発生予測

の見直しを行った結果、追加

の繰入を特別損失に計上して

おります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 (5）重要なヘッジ会計の方法 

 ヘッジ取引の会計処理として

は繰延ヘッジを採用しておりま

す。また、為替予約が付されて

いる外貨建金銭債権債務につい

ては、振当処理を行っておりま

す。ヘッジ手段としては為替予

約を使用し、外貨建取引の為替

相場変動によるリスクの回避を

目的に行っております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

 ヘッジ取引の会計処理として

は繰延ヘッジを採用しておりま

す。また、為替予約が付されて

いる外貨建金銭債権債務につい

ては、振当処理を行っておりま

す。ヘッジ手段としては為替予

約を使用し、外貨建取引の為替

相場変動によるリスクの回避を

目的に行っております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

 ヘッジ取引の会計処理として

は繰延ヘッジを採用しておりま

す。また、為替予約が付されて

いる外貨建金銭債権債務につい

ては、振当処理を行っておりま

す。ヘッジ手段としては為替予

約を使用し、外貨建取引の為替

相場変動によるリスクの回避を

目的に行っております。 

 (6）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

(6）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

(6）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

          ────── 

  

(固定資産の減損に係る会計基準） 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第6号 平成15年10月31日）に基づき、当

中間連結会計期間から同会計基準及び同適

用指針を適用しております。これにより税

金等調整前中間純利益は224百万円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。 

  

               ────── 



表示方法の変更 

（中間連結損益計算書関係） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

技術料収入の表示変更  「技術料収入」は、営業外収益の100分

の10以下となったため、当中間連結会計

期間は営業外収益の「その他」に含めて

表示しております。 

 なお、当中間連結会計期間の「技術料

収入」は111百万円であります。 

            ────── 

固定資産除却損の表示変更  「固定資産除却損」は、営業外費用の

100分の10を超えたため、当中間連結会計

期間において独立掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「固定資

産除却損」243百万円は、営業外費用の

「その他」に含まれております。 

 「固定資産除却損」は、営業外費用の

100分の10以下となったため、当中間連結

会計期間は営業外費用の「その他」に含

めて表示しております。 

 なお、当中間連結会計期間の「固定資

産除却損」は218百万円であります。 

為替差損の表示変更  「為替差損」は、営業外費用の100分の

10以下となったため、当中間連結会計期

間は営業外費用の「その他」に含めて表

示しております。 

 なお、当中間連結会計期間の「為替差

損」は105百万円であります。 

 ────── 

緊急出荷費用の表示変更  「緊急出荷費用」は、営業外費用の100

分の10を超えたため、当中間連結会計期

間において独立掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「緊急出

荷費用」105百万円は、営業外費用の「そ

の他」に含まれております。 

 ────── 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

有形固定資産の売却による収

入の表示変更 

 投資活動によるキャッシュ・フローの

「有形固定資産の売却による収入」は、 

金額的重要性が増したため区分掲記して

おります。 

 なお、前中間連結会計期間の「有形固

定資産の売却による収入」461百万円は、 

投資活動によるキャッシュ・フローの 

「その他」に含まれております。 

            ────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

番号 
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

406,844百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

425,954百万円 

有形固定資産の減価償却累計額 

413,166百万円 

※２ このうち次の通り担保に供して

おります。 

このうち次の通り担保に供して

おります。 

このうち次の通り担保に供して

おります。 

 (イ)担保資産 (イ)担保資産 (イ)担保資産 

 建物及び構築物 822百万円 

土地 1,071 

（小計） (1,894) 

建物及び構築物 1,096百万円

土地 1,031 

（小計） (2,128) 

建物及び構築物 815百万円

土地 1,074 

（小計） (1,890) 

 工場財団   

建物及び構築物 169 

機械装置及び運

搬具 
74
 

土地 94 

（小計） (339) 

合計 2,233 

工場財団   

建物及び構築物 161 

機械装置及び運

搬具 
74
 

土地 94 

（小計） (331) 

合計 2,459 

工場財団   

建物及び構築物 165 

機械装置及び運

搬具 
74
 

土地 94 

（小計） (335) 

合計 2,225 

 (ロ)債務の名称及び金額 (ロ)債務の名称及び金額 (ロ)債務の名称及び金額 

 建物及び構築物・土地が担保

に供されている債務 

建物及び構築物・土地が担保

に供されている債務 

建物及び構築物・土地が担保

に供されている債務 

 短期借入金 2,036百万円 

長期借入金 11 

計 2,048 

短期借入金 1,777百万円

    

    

短期借入金 2,009百万円

    

 工場財団が担保に供されてい

る債務 

工場財団が担保に供されてい

る債務 

工場財団が担保に供されてい

る債務 

 短期借入金 36百万円 

長期借入金 15 

計 51 

短期借入金 15百万円

    

    

短期借入金 33百万円

    

    

 ３ 受取手形割引高は 166百万円で

あります。 

受取手形割引高は 711百万円で

あります。 

受取手形割引高は 625百万円で

あります。 

※４ ────── 国庫補助金受入 

 過年度取得資産の国庫補助金等

の受入による圧縮記帳額は694百万

円であり、土地の中間連結貸借対

照表計上額はこの圧縮記帳額を控

除しております。 

国庫補助金受入 

 国庫補助金等の受入による圧縮

記帳額は694百万円であり、土地の

連結貸借対照表計上額はこの圧縮

記帳額を控除しております。 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結剰余金計算書関係）  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

番号 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ ──────  減損損失 

当社グループは、製造用資産につ

いては管理会計上の事業区分に基づ

く工場等をキャッシュ・フローを生

み出す最小の単位とし、本社及び営

業用資産については共用資産として

グルーピングしております。下表の

資産は売却及び廃棄予定資産であ

り、当該資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額224百

万円を減損損失として特別損失に計

上しております。なお、回収可能価

額は、不動産鑑定評価による正味売

却価額等によっております。 

用途 種類 場所 
減損損失

(百万円)

福利厚生

施設  

 土地建

物等 

三重県

他  
123 

 研究棟 建物等 静岡県 101 

 合計 224 

       ────── 

     

     

番号 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ ──────  在外子会社の過年度修正に伴う

減少高 

米国子会社において退職後給付

に係る費用を計上した事に伴うも

のであります。 

       ────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
   至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
   至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 

   至 平成17年３月31日）  

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係（平成16

年9月30日現在） 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係（平成17

年9月30日現在） 

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係（平成17年3月31日

現在） 

現金及び預金勘定 22,761百万円 

有価証券勘定 6,996 

短期貸付金勘定 19,001 

預入期間が３カ月を

超える定期預金 
△90 

短期貸付金のうち現

先以外のもの 
△1 

現金及び現金同等物 48,667 

現金及び預金勘定 25,867百万円 

有価証券勘定 6,997 

短期貸付金勘定 16,031 

預入期間が３カ月を

超える定期預金 
△191 

短期貸付金のうち現

先以外のもの 
△31 

現金及び現金同等物 48,674 

現金及び預金勘定 22,418百万円 

有価証券勘定 6,997 

短期貸付金勘定 22,032 

預入期間が３カ月を

超える定期預金 
△114 

短期貸付金のうち現

先以外のもの 
△32 

現金及び現金同等物 51,302 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）借主側 (1）借主側 (1）借主側 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円) 

（有形固定
資産）    

建物及び構
築物 

2,645 1,496 1,148 

機械装置及
び運搬具 

145 43 102 

その他 515 367 148 

（無形固定
資産） 

123 79 43 

合計 3,428 1,986 1,441 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

（有形固定
資産）    

建物及び構
築物 

2,645 1,616 1,028 

機械装置及
び運搬具 

155 64 91 

その他 317 215 101 

（無形固定
資産） 

71 38 32 

合計 3,189 1,935 1,254 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

（有形固定
資産）    

建物及び構
築物 

2,645 1,556 1,088 

機械装置及
び運搬具 

149 53 95 

その他 377 250 127 

（無形固定
資産） 

74 37 37 

合計 3,247 1,898 1,348 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産等の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産等の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

（注）  取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産等の期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額等 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

     未経過リース料中間期末残高

相当額 

  

１年以内 226百万円 

１年超 1,215 

合計 1,441 

１年以内 193百万円 

１年超 1,061 

合計 1,254 

１年以内 208百万円 

１年超 1,139 

合計 1,348 

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産等の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定し

ております。 

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産等の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定し

ております。 

（注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産等の

期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 142百万円 

減価償却費相当額 142 

支払リース料 120百万円 

減価償却費相当額 120 

支払リース料 278百万円 

減価償却費相当額 278 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

      

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  

  

      

(2）貸主側 (2）貸主側 (2）貸主側 

① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

① リース物件の取得価額、減価

償却累計額、減損損失累計額及

び中間期末残高 

① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

 
機械装置及び

運搬具 

取得価額 69百万円 

減価償却累計額 62 

中間期末残高 6 

 
機械装置及び

運搬具 

取得価額 69百万円 

減価償却累計額 63 

中間期末残高 5 

 
機械装置及び

運搬具 

取得価額 69百万円 

減価償却累計額 63 

期末残高 5 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 5百万円 

１年超 8 

合計 14 

１年以内 5百万円 

１年超 3 

合計 8 

１年以内 5百万円 

１年超 5 

合計 11 

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額及び見積残存価額

の残高の合計額は、営業債

権の中間期末残高等に占め

るその割合が低いため、受

取利子込み法により算定し

ております。 

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額及び見積残存価額

の残高の合計額は、営業債

権の中間期末残高等に占め

るその割合が低いため、受

取利子込み法により算定し

ております。 

（注） 未経過リース料期末残高相

当額及び見積残存価額の残

高の合計額は、営業債権の

期末残高等に占めるその割

合が低いため、受取利子込

み法により算定しておりま

す。 

③ 受取リース料及び減価償却費 ③ 受取リース料及び減価償却費 ③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 2百万円 

減価償却費 0 

受取リース料 2百万円 

減価償却費 0 

受取リース料 5百万円 

減価償却費 1 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

借主側 借主側 借主側 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年以内 171百万円 

１年超 1,161 

合計 1,333 

１年以内 194百万円 

１年超 1,106 

合計 1,300 

１年以内 187百万円 

１年超 1,109 

合計 1,296 

      

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  

  



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

有価証券 

（当中間連結会計期間） 

有価証券 

種類 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

１．その他有価証券で時価のあるもの    

(1) 株式 5,520 12,390 6,869 

(2) その他 42 25 △16 

合計 5,562 12,416 6,853 

 
中間連結貸借対照表

計上額（百万円） 
  

２．時価評価されていない有価証券    

(1）その他有価証券    

マネー・マネージメント・ファンド 6,996   

非上場株式 475   

種類 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

１．その他有価証券で時価のあるもの    

(1) 株式 5,504 18,751 13,247 

(2) その他 211 202 △8 

合計 5,715 18,954 13,238 

 
中間連結貸借対照表

計上額（百万円） 
  

２．時価評価されていない有価証券    

(1）その他有価証券    

マネー・マネージメント・ファンド 6,997   

非上場株式 490   



（前連結会計年度） 

有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間） 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き該当事項はありません。 

（当中間連結会計期間） 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き該当事項はありません。 

（前連結会計年度） 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き該当事項はありません。 

種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

１．その他有価証券で時価のあるもの    

(1) 株式 5,520 14,255 8,734 

(2) その他 42 27 △15 

合計 5,563 14,282 8,718 

 
連結貸借対照表計上

額（百万円） 
  

２．時価評価されていない有価証券    

(1）その他有価証券    

マネー・マネージメント・ファンド 6,997   

非上場株式 471   



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

【所在地別セグメント情報】 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

１．国又は地域の区分の方法…………………地理的近接度による。 

２．各区分に属する主な国又は地域…………北米：アメリカ，カナダ 

欧州：ドイツ，フランス，イギリス 

アジア他：アジア，中南米 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 事業の種類別セグメント情報は、

次の理由により記載を省略しており

ます。 

 事業の種類別セグメント情報は、

次の理由により記載を省略しており

ます。 

 事業の種類別セグメント情報は、

次の理由により記載を省略しており

ます。 

(1）機械器具部品部門の売上高が、

全セグメントの売上高合計の90％

超であること。 

(1）機械器具部品部門の売上高が、

全セグメントの売上高合計の90％

超であること。 

(1）機械器具部品部門の売上高が、

全セグメントの売上高合計の90％

超であること。 

(2）機械器具部品部門の営業利益

が、営業利益の生じているセグメ

ントの営業利益の合計額の90％超

であること。 

(2）機械器具部品部門の営業利益

が、営業利益の生じているセグメ

ントの営業利益の合計額の90％超

であること。 

(2）機械器具部品部門の営業利益

が、営業利益の生じているセグメ

ントの営業利益の合計額の90％超

であること。 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

日本 
（百万円） 

北米 
（百万円）

欧州 
（百万円）

アジア他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 99,173 44,842 30,798 15,255 190,070 － 190,070 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
42,514 336 215 333 43,399 (43,399) － 

計 141,687 45,178 31,014 15,589 233,469 (43,399) 190,070 

営業費用 130,891 43,329 29,540 14,444 218,206 (43,964) 174,241 

営業利益 10,795 1,849 1,473 1,144 15,263 565 15,828 



 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

１．国又は地域の区分の方法…………………地理的近接度による。 

２．各区分に属する主な国又は地域…………北米：アメリカ，カナダ 

欧州：ドイツ，フランス，イギリス 

アジア他：アジア，中南米 

 （注） 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

１．国又は地域の区分の方法…………………地理的近接度による。 

２．各区分に属する主な国又は地域…………北米：アメリカ，カナダ 

欧州：ドイツ，フランス，イギリス 

アジア他：アジア，中南米 

 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

日本 
（百万円） 

北米 
（百万円）

欧州 
（百万円）

アジア他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 102,306 53,027 32,203 19,552 207,089 － 207,089 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
50,129 581 114 697 51,523 (51,523) － 

計 152,436 53,608 32,318 20,250 258,613 (51,523) 207,089 

営業費用 142,052 51,666 30,981 18,526 243,227 (52,153) 191,074 

営業利益 10,383 1,942 1,336 1,723 15,386 629 16,015 

 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

日本 
（百万円） 

北米 
（百万円）

欧州 
（百万円）

アジア他 
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 202,341 91,669 62,956 31,380 388,348 － 388,348 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
92,608 705 349 927 94,590 (94,590) － 

計 294,950 92,374 63,305 32,308 482,939 (94,590) 388,348 

営業費用 272,114 88,836 60,155 29,540 450,647 (95,499) 355,147 

営業利益 22,835 3,537 3,150 2,767 32,292 908 33,200 



【海外売上高】 

 （注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

１．国又は地域の区分の方法…………………地理的近接度による。 

２．各区分に属する主な国又は地域…………北米：アメリカ，カナダ 

欧州：ドイツ，フランス，イギリス等 

アジア他：アジア，中南米等 

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 （注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

１．国又は地域の区分の方法…………………地理的近接度による。 

２．各区分に属する主な国又は地域…………北米：アメリカ，カナダ 

欧州：ドイツ，フランス，イギリス等 

アジア他：アジア，中南米等 

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 （注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

１．国又は地域の区分の方法…………………地理的近接度による。 

２．各区分に属する主な国又は地域…………北米：アメリカ，カナダ 

欧州：ドイツ，フランス，イギリス等 

アジア他：アジア，中南米等 

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

北米 欧州 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 45,014 30,648 21,152 96,815 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    190,070 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
23.7 16.1 11.1 50.9 

 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

北米 欧州 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 52,937 32,124 25,597 110,659 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    207,089 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
25.6 15.5 12.3 53.4 

 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

北米 欧州 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 92,046 62,592 43,719 198,358 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    388,348 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
23.7 16.1 11.3 51.1 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 327円39銭

１株当たり中間純利益 18円73銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
17円22銭

１株当たり純資産額 365円84銭

１株当たり中間純利益 19円33銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間純利益 
17円77銭

１株当たり純資産額 341円93銭

１株当たり当期純利益 35円83銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
32円94銭

   

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益（百万円） 8,657 8,929 16,739 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 184 

（うち利益処分による役員賞与金 

（百万円）） 
(－) (－) (184) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
8,657 8,929 16,555 

普通株式の期中平均株式数（千株） 462,179 461,918 462,101 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益 
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） 0 0 0 

（うち事務手数料等 (税額相当額控

除後)（百万円）） 
(0) (0) (0) 

普通株式増加数（千株） 40,540 40,579 40,540 

（うち転換社債型新株予約権付社債

（千株）） 
(40,540) (40,540) (40,540) 

（うち新株予約権（千株）） (－) (38) (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

 

 

 

 

 

新株予約権１種類 

 新株予約権の数 748個

なお、この概要は「第

４提出会社の状況、１

株式等の状況、(２)新

株予約権等の状況」に

記載のとおりでありま

す。  

 ────── 新株予約権１種類 

 新株予約権の数 748個

なお、この概要は「第４

提出会社の状況、１株式

等の状況、(２)新株予約

権等の状況」に記載のと

おりであります。  



（重要な後発事象） 

（前中間連結会計期間） 

該当事項はありません。 

（当中間連結会計期間） 

該当事項はありません。 

（前連結会計年度） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  13,967   15,454   14,448   

２．受取手形  18,531   19,125   18,762   

３．売掛金  66,458   69,843   73,794   

４．たな卸資産  40,367   45,022   41,743   

５．短期貸付金   20,770   17,730   22,500   

６．その他  16,520   19,362   18,109   

７．貸倒引当金  △480   △34   △73   

流動資産合計   176,135 47.1  186,504 46.6  189,287 48.2 

Ⅱ 固定資産           

(1)有形固定資産 ※1,2          

１．建物及び構築物   23,602   25,990   23,948   

２．機械及び装置  44,900   47,289   45,804   

３．その他   24,175   22,851   22,742   

計  92,678   96,131   92,495   

(2)無形固定資産  1,354   2,245   1,705   

(3)投資その他の資産           

１．関係会社株式  70,252   75,526   72,439   

２．繰延税金資産  13,605   12,714   14,158   

３．その他   19,994   27,081   22,551   

４．貸倒引当金  △75   △4   △76   

計  103,775   115,317   109,073   

固定資産合計   197,808 52.9  213,695 53.4  203,274 51.8 

資産合計   373,943 100.0  400,199 100.0  392,562 100.0 

 



  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  33,916   37,991   35,897   

２．買掛金  41,116   46,668   45,606   

３．短期借入金  22,700   21,600   22,300   

４．未払法人税等  639   2,699   4,560   

５．その他  12,830   14,878   14,977   

流動負債合計   111,204 29.7  123,839 30.9  123,341 31.4 

Ⅱ 固定負債           

１．社債  50,000   50,000   50,000   

２．転換社債型新株予
約権付社債  30,000   30,000   30,000   

３．長期借入金  600   1,600   1,000   

４．退職給付引当金  39,396   40,853   40,320   

５．役員退職慰労引当
金  292   －   329   

６．製品補償引当金  1,500   987   1,918   

７．その他  813   805   813   

固定負債合計   122,602 32.8  124,245 31.1  124,382 31.7 

負債合計   233,806 62.5  248,085 62.0  247,723 63.1 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   39,599 10.6  39,599 9.9  39,599 10.1 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  52,622   52,622   52,622   

２．その他資本剰余金  0   4   0   

資本剰余金合計   52,622 14.1  52,627 13.2  52,622 13.4 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  8,639   8,639   8,639   

２．任意積立金  22,837   22,760   22,837   

３．中間（当期）未処
分利益  12,777   21,138   16,477   

利益剰余金合計   44,254 11.8  52,538 13.1  47,954 12.2 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   4,069 1.1  7,896 1.9  5,170 1.3 

Ⅴ 自己株式   △408 △0.1  △547 △0.1  △508 △0.1 

資本合計   140,137 37.5  152,114 38.0  144,838 36.9 

負債資本合計   373,943 100.0  400,199 100.0  392,562 100.0 



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
比率 
（％）

金額（百万円） 
比率 
（％）

金額（百万円） 
比率 
（％）

Ⅰ 売上高   140,344 100.0  150,840 100.0  291,975 100.0 

Ⅱ 売上原価   113,771 81.1  123,450 81.8  237,020 81.2 

売上総利益   26,573 18.9  27,390 18.2  54,955 18.8 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費   18,156 12.9  19,298 12.8  36,794 12.6 

営業利益   8,417 6.0  8,091 5.4  18,161 6.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１  2,405 1.7  3,640 2.4  4,867 1.7 

Ⅴ 営業外費用 ※２  1,964 1.4  1,966 1.3  4,908 1.7 

経常利益   8,857 6.3  9,765 6.5  18,120 6.2 

Ⅵ 特別損失 ※３  － －  224 0.2  1,800 0.6 

税引前中間
（当期）純利
益 

  8,857 6.3  9,541 6.3  16,320 5.6 

法人税、住民
税及び事業税  659   3,408   4,486   

法人税等調整
額  2,677 3,336 2.4 △900 2,507 1.6 995 5,481 1.9 

中間（当期）
純利益   5,521 3.9  7,034 4.7  10,839 3.7 

前期繰越利益   7,256   14,104   7,256  

中間配当額    －   －   1,617  

中間（当期）
未処分利益   12,777   21,138   16,477  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法に

よっております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によってお

ります。評価差額は全部資

本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定しております。 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法に

よっております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によってお

ります。評価差額は全部資

本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定しております。 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法に

よっております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基

づく時価法によっておりま

す。評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定

しております。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法

によっております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法

によっております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法

によっております。 

 (2）デリバティブ 

 時価法によっております。 

(2）デリバティブ 

 時価法によっております。 

(2）デリバティブ 

 時価法によっております。 

 (3）たな卸資産 

 総平均法による原価法によっ

ております。 

(3）たな卸資産 

 総平均法による原価法によっ

ております。 

(3）たな卸資産 

 総平均法による原価法によっ

ております。 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除く）

は定額法、その他の有形固定資

産は定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下の通

りであります。 

建物     15～31年 

機械及び装置 10～12年 

(1）有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除く）

は定額法、その他の有形固定資

産は定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下の通

りであります。 

建物     15～31年 

機械及び装置 10～12年 

(1）有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除く）

は定額法、その他の有形固定資

産は定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下の通

りであります。 

建物     15～31年 

機械及び装置 10～12年 

 (2）無形固定資産 

 定額法によっております。な

お、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法

によっております。 

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。な

お、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可

能期間（５年）に基づいており

ます。 

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。な

お、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可

能期間（５年）に基づいており

ます。 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒経験率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒経験率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒経験率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

 



項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（15年）による

定額法により按分した額を費用

処理しております。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌期から費用処

理することとしております。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（15年）による

定額法により按分した額を費用

処理しております。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌期から費用処

理することとしております。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（15年）による

定額法により按分した額を費用

処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌期から費用処

理しております。 

 (3）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上してお

ります。 

(3）役員退職慰労引当金 

 従来、役員に対する退職慰労

金の支給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額を計上

しておりましたが、役員退職慰

労金制度を廃止することとし、

平成17年６月29日開催の定時株

主総会において慰労金の打切り

支給議案が承認可決されまし

た。これにより、当中間期にお

いて「役員退職慰労引当金」を

全額取崩し、打切り支給額の未

払い分については、固定負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

(3）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しておりま

す。 

 (4）製品補償引当金 

 当社の製品において、重要な

品質問題が発生したことに伴

い、今後必要と見込まれる補償

費用の支出に備えるため、その

発生予測に基づいて算定した金

額を計上しております。 

(4）製品補償引当金 

 当社の製品において、重要な

品質問題が発生したことに伴

い、今後必要と見込まれる補償

費用の支出に備えるため、その

発生予測に基づいて算定した金

額を計上しております。 

(5）製品補償引当金 

 当社の製品において、重要な

品質問題が発生したことに伴

い、今後必要と見込まれる補償

費用の支出に備えるため、その

発生予測に基づいて算定した金

額を計上しております。 

 なお、当期において補償費用

の発生予測の見直しを行った結

果、追加の繰入額を特別損失に

計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

５．ヘッジ会計の方法  ヘッジ取引の会計処理として

は、繰延ヘッジを採用しておりま

す。また、為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務について

は、振当処理を行っております。 

 ヘッジ手段としては為替予約を

使用し、外貨建取引の為替相場変

動によるリスクの回避を目的に行

っております。 

 ヘッジ取引の会計処理として

は、繰延ヘッジを採用しておりま

す。また、為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務について

は、振当処理を行っております。 

 ヘッジ手段としては為替予約を

使用し、外貨建取引の為替相場変

動によるリスクの回避を目的に行

っております。 

 ヘッジ取引の会計処理として

は、繰延ヘッジを採用しておりま

す。また、為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務について

は、振当処理を行っております。 

 ヘッジ手段としては為替予約を

使用し、外貨建取引の為替相場変

動によるリスクの回避を目的に行

っております。 

６．その他中間財務諸表作成

のための基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動資

産の「その他」に含めて表示し

ております。 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺のうえ、流動資

産の「その他」に含めて表示し

ております。 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── (固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

   固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）に基づ

き、当中間期から同会計基準及び同

適用指針を適用しております。これ

により税引前中間純利益は224百万

円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

番号 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１  有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額 

 281,490百万円  287,331百万円 284,335百万円 

※２  ────── 国庫補助金受入 

 過年度取得資産の国庫補助金等

の受入による圧縮記帳額は694百万

円であり、土地の中間貸借対照表

計上額はこの圧縮記帳額を控除し

ております。 

国庫補助金受入 

 国庫補助金等の受入による圧縮

記帳額は694百万円であり、土地の

貸借対照表計上額はこの圧縮記帳

額を控除しております。 

番号 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 営業外収益のうち主要なもの 営業外収益のうち主要なもの 

 受取利息 18百万円 

受取配当金 1,605 

受取利息 20百万円 

受取配当金 2,534 

受取利息 33百万円 

受取配当金 2,889 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 営業外費用のうち主要なもの 営業外費用のうち主要なもの 

 支払利息 69百万円 

社債利息 342 

為替差損 231 

緊急出荷費用  479 

前中間会計期間の緊急出荷費用

は、105百万円であります。 

支払利息 43百万円 

社債利息 342 

為替差損 102 

緊急出荷費用  884 

  

支払利息 113百万円 

社債利息 684 

為替差損 573 

緊急出荷費用  1,484 

 



番号 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※３      ────── 特別損失の内訳 特別損失の内訳 

  減損損失 224百万円 製品補償引当金繰

入額 

1,800百万円 

   当社は、製造用資産について

は管理会計上の事業区分に基づ

く工場をキャッシュ・フローを

生み出す最小の単位とし、本社

及び営業用資産については共用

資産としてグルーピングしてお

ります。下表の資産は売却及び

廃棄予定資産であり、当該資産

の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額224百万円を

減損損失として特別損失に計上

しております。 

  なお、回収可能価額は、不動

産鑑定評価による正味売却価額

等によっております。 

 

  
用途 種類 場所 

減損損失

(百万円)

福利厚生

施設  

 土地建

物等 

三重県

他  
123 

 研究棟 建物等 静岡県 101 

 合計 224 

 

 減価償却実施額 減価償却実施額 減価償却実施額 

 有形固定資産 5,852百万円 

無形固定資産 206 

合計 6,058 

有形固定資産 6,093百万円 

無形固定資産 195 

合計 6,289 

有形固定資産 12,557百万円 

無形固定資産 412 

合計 12,969 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1）借主側 (1）借主側 (1）借主側 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間会計期間末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間会

計期間末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間会計
期間末残
高相当額 
(百万円) 

（有形固定
資産）    

建物及び構
築物 

2,631 1,492 1,139 

機械及び装
置 

16 1 14 

その他 256 196 59 

合計 2,903 1,690 1,213 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間会計
期間末残
高相当額
(百万円)

（有形固定
資産）    

建物及び構
築物 

2,631 1,609 1,021 

機械及び装
置 

16 5 11 

その他 99 62 37 

合計 2,747 1,677 1,070 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

（有形固定
資産）    

建物及び構
築物 

2,631 1,550 1,080 

機械及び装
置 

16 3 13 

その他 153 108 46 

合計 2,801 1,662 1,139 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間会計期間末残

高が有形固定資産等の中間

会計期間末残高等に占める

割合が低いため、支払利子

込み法により算定しており

ます。 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料中間会計期間末残

高が有形固定資産等の中間

会計期間末残高等に占める

割合が低いため、支払利子

込み法により算定しており

ます。 

（注） 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産等の期末残高等に占

める割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

② 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額 

② 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額等 

 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 149百万円 

１年超 1,063 

合計 1,213 

１年以内 132百万円 

１年超 937 

合計 1,070 

１年以内 139百万円 

１年超 999 

合計 1,139 

（注） 未経過リース料中間会計期

間末残高相当額は、未経過

リース料中間会計期間末残

高が有形固定資産等の中間

会計期間末残高等に占める

割合が低いため、支払利子

込み法により算定しており

ます。 

（注） 未経過リース料中間会計期

間末残高相当額は、未経過

リース料中間会計期間末残

高が有形固定資産等の中間

会計期間末残高等に占める

割合が低いため、支払利子

込み法により算定しており

ます。 

（注） 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産等の

期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 87百万円 

減価償却費相当額 87 

支払リース料 72百万円

減価償却費相当額 72 

支払リース料 166百万円

減価償却費相当額 166 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

      

  

  

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。 

  

  

      

(2）貸主側 (2）貸主側 (2）貸主側 

① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間会計期間末

残高 

① リース物件の取得価額、減価

償却累計額、減損損失累計額及

び中間会計期間末残高 

① リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 

 機械及び装置 

取得価額 69百万円 

減価償却累計額 62 

中間会計期間末残

高 
6 

 機械及び装置 

取得価額 69百万円

減価償却累計額 63 

中間会計期間末残

高 
5 

 機械及び装置 

取得価額 69百万円

減価償却累計額 63 

期末残高 5 

② 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額 

② 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 5百万円 

１年超 8 

合計 14 

１年以内 5百万円

１年超 3 

合計 8 

１年以内 5百万円

１年超 5 

合計 11 

（注） 未経過リース料中間会計期

間末残高相当額及び見積残

存価額の残高の合計額は、

営業債権の中間会計期間末

残高等に占めるその割合が

低いため、受取利子込み法

により算定しております。 

（注） 未経過リース料中間会計期

間末残高相当額及び見積残

存価額の残高の合計額は、

営業債権の中間会計期間末

残高等に占めるその割合が

低いため、受取利子込み法

により算定しております。 

（注） 未経過リース料期末残高相

当額及び見積残存価額の残

高の合計額は、営業債権の

期末残高等に占めるその割

合が低いため、受取利子込

み法により算定しておりま

す。 

③ 受取リース料及び減価償却費 ③ 受取リース料及び減価償却費 ③ 受取リース料及び減価償却費 

受取リース料 2百万円 

減価償却費 0 

受取リース料 2百万円

減価償却費 0 

受取リース料 5百万円

減価償却費 1 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

借主側 借主側 借主側 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年以内 11百万円 

１年超 106 

合計 117 

１年以内 11百万円

１年超 95 

合計 106 

１年以内 11百万円

１年超 101 

合計 112 

    

  （減損損失について）    

 リース資産に配分された減損損

失はありません。 

  



（有価証券関係） 

   （前中間会計期間） 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

   （当中間会計期間） 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

   （前事業年度） 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

   （前中間会計期間） 

   該当事項はありません。 

   （当中間会計期間） 

   該当事項はありません。 

   （前事業年度） 

    該当事項はありません。 



(2）【その他】 

 平成17年11月８日開催の取締役会において第107期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。 

中間配当金総額       2,309,466,080円 

１株当たり中間配当金   普通配当  5.0円 

中間配当金支払開始日   平成17年12月９日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

（事業年度（第106期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日））     

平成17年6月30日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    

  平成16年12月10日  

ＮＴＮ株式会社 
  

 取締役会 御中  

 新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 石橋 正紀  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山本 操司  印 

     

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているNTN株式

会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、NTN株式会社及び連結子会社の平成16年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期

間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

    

  平成17年12月16日  

ＮＴＮ株式会社 
  

 取締役会 御中  

 新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 石橋 正紀  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 伊藤 裕幸  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山本 操司  印 

     

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているNTN株式

会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、NTN株式会社及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期

間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

    

  平成16年12月10日  

ＮＴＮ株式会社 
  

 取締役会 御中  

 新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 石橋 正紀  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山本 操司  印 

     

  当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているNTN株式

会社の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第106期事業年度の中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、NTN株式会社の平成16年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年4月1日から平成16

年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

    

  平成17年12月16日  

ＮＴＮ株式会社 
  

 取締役会 御中  

 新日本監査法人 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 石橋 正紀  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 伊藤 裕幸  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 山本 操司  印 

     

  当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているNTN株式

会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第107期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、NTN株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1日から平成17

年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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